
愛 媛 県 報

９４０

告 示

�愛媛県告示第１０８６号
愛媛県県税賦課徴収条例施行規則（昭和２９年愛媛県規則第３８号）

第３条第１項の規定により、令和４年１０月１７日次のとおり愛媛県県

税証紙売りさばき人指定願の記載事項の変更を許可した。

令和４年１１月４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１０８７号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第１１３条の３第３項の規定により公告する。

令和４年１１月４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０８８号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第１項の規定に基づき、

肱川地域森林計画を立てたいので、同法第６条第１項の規定により、

当該地域森林計画の案を南予地方局農林水産振興部八幡浜支局森林

林業課及び肱川流域林業振興課において告示の日から３０日間公衆の

縦覧に供する。

令和４年１１月４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１０８９号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第５項の規定に基づき、

中予山岳地域森林計画を変更したいので、同法第６条第１項の規定

により、当該地域森林計画の変更の案を中予地方局農林水産振興部

�万高原森林林業課において告示の日から３０日間公衆の縦覧に供す
る。

令和４年１１月４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１０９０号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第５項の規定に基づき、

東予地域森林計画を変更したいので、同法第６条第１項の規定によ

り、当該地域森林計画の変更の案を東予地方局農林水産振興部森林

林業課及び四国中央駐在（四国中央森林林業振興班）において告示

の日から３０日間公衆の縦覧に供する。

令和４年１１月４日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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指定

番号

売りさばき人

氏 名

変 更 事 項

新 旧

３３ 愛媛県猟友会
新居浜支部
支部長
近藤 鉄郎

１ 住所
新居浜市船木甲２０
６８－１

２ 代表者氏名
近藤 鉄郎

３ 売りさばき所
新居浜市船木甲２０
６８－１

１ 住所
新居浜市黒島２丁
目６番４号

２ 代表者氏名
山之内 貴彦

３ 売りさばき所
新居浜市黒島２丁
目６番４号

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

ため池等整備事業 上市上池地区
（西条市） 令和２年１１月３０日

毎週（火・金）曜日発行 第３５６号 令和４年１１月４日

令和４年１１月４日金曜日 第３５６号
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�愛媛県告示第１０９１号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第５項の規定に基づき、

今治松山地域森林計画を変更したいので、同法第６条第１項の規定

により、当該地域森林計画の変更の案を中予地方局農林水産振興部

森林林業課及び東予地方局農林水産振興部森林林業課今治駐在（今

治森林林業振興班）において告示の日から３０日間公衆の縦覧に供す

る。

令和４年１１月４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０９２号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第５項の規定に基づき、

南予地域森林計画を変更したいので、同法第６条第１項の規定によ

り、当該地域森林計画の変更の案を南予地方局農林水産振興部森林

林業課及び愛南駐在（愛南森林林業振興班）において告示の日から

３０日間公衆の縦覧に供する。

令和４年１１月４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１０９５号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

令和４年１１月４日

愛媛県中予地方局長 大 北 秀

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

令和４年１０月２７日

３ 指定道路の位置

伊予市米湊字西ノ原５３４番１の一部

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ３１．８１メートル

� 幅員 ４．００メートル

�愛媛県告示第１０９３号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

令和４年１１月４日

愛媛県中予地方局長 大 北 秀

�愛媛県告示第１０９４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

令和４年１１月４日

愛媛県中予地方局長 大 北 秀

�愛媛県告示第１０９６号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１７条第１項の規定により、堤防と道路との兼用工作物の管理の方法について、次のとおり協議が成立

した。

その関係図書は、南予地方局愛南土木事務所に備え置いて縦覧に供する。

令和４年１１月４日

愛媛県南予地方局長 赤 坂 克 洋

１ 河川の名称、河川管理施設の名称又は種類、河川管理施設の位置並びに管理を行う者の氏名及び住所

河 川 の 名 称 河川管理施設の
名称又は種類 河 川 管 理 施 設 の 位 置 管理を行う者の氏名及び住所

二級河川松田川水系
増田川 増田川左岸堤防 南宇和郡愛南町増田４３３７番２地先から南宇和郡愛南町増田４２９４番地先

道路管理者
四国地方整備局長
荒瀬 美和
香川県高松市サンポート３番
３３号

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

４中局建（開）第２６号

令和４年１０月２７日
伊予郡松前町大字西古泉字寿４９３番１

埼玉県川越市大字砂６２番地４

（オータムズ３０２号室）

伊 賀 上 洋 輔

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

４中局建（開）第２８号

令和４年１０月２７日
東温市田窪字井手ノ上３４３番８

熊本市南区良町三丁目１４番１－１号
カシータ良町Ａ
川 村 貴 士
川 村 � 美 子
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９４２
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公 告

�������
�愛媛県告示第１０９７号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

令和４年１１月４日

愛媛県南予地方局長 赤 坂 克 洋

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

令和４年１０月２５日

３ 指定道路の位置

大洲市東大洲１２３番１の一部

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ３４．９０メートル

� 幅員 ４．００メートル

�公 告

争議行為の通知の公表について

全国一般愛媛地方労働組合執行委員長玉井博司から次のとおり争

議行為を行う旨の通知が令和４年１０月２１日あったので公表する。

令和４年１１月４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 事件 令和４年度年末一時金・その他に関する事項

２ 日時 令和４年１１月９日正午以降本問題が完全解決に至る間

３ 場所

病 院 名 所 在 地

医療法人 敬愛会�米病院 松山市南�米７２３

特定医療法人 清和会和ホスピタル 松山市柳原７３９

一般財団法人 真光会 松山市南高井１４９１

医療法人 北辰会西条市民病院 西条市小松町妙口甲１５２１

一般財団法人 新居浜精神衛生研究
所財団 新居浜病院 新居浜市松原町１３－４７

医療法人 十全会十全ユリノキ病院 新居浜市角野新田町１－１－２８

八幡浜市医師会立双岩病院 八幡浜市若山４番耕地１６０－１

４ 概要 前記記載の場所においてあらゆる形の争議行為を単独ま

たは併用して実施する。

２ 管理の内容

� 道路専用施設（路面（路盤までの部分を含む。）、路肩、道路の附属物その他の専ら道路の管理上必要な施設又は工作物で、別図に

茶色で着色したものをいう。以下同じ。）の新設（道路の附属物に係るものに限る。）、改築、維持又は修繕

� 原則として、道路専用施設に係る災害復旧

３ 管理の期間

令和４年９月２０日から道路の存続する日まで

�愛媛県告示第１０９８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年１１月４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０９９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年１１月４日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 大洲野村線
大洲市菅田町大竹甲４１７番４から

同町大竹甲４１８番２まで

旧 ８．８～１０．２ ０．０４２

新 ８．８～３２．２ ０．０４２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大洲野村線
大洲市菅田町大竹甲４１７番４から

同町大竹甲４１８番２まで
令和４年１１月４日
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公安委員会規則

�愛媛県公安委員会規則第７号
愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和４年１１月４日

愛媛県公安委員会委員長 五 葉 明 徳

愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則

愛媛県道路交通規則（昭和４７年愛媛県公安委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

別記様式第２０号を次のように改める。

改 正 後 改 正 前

（自動車の使用者に対する是正措置命令）

第１７条 法第７４条の３第８項の規定による自動車の使用者に対する

是正措置命令は、別記様式第２０号の是正措置命令書を交付して行

うものとする。

２ 前項の規定は、自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律

第１９条第１項の規定により読み替えて適用される法第７４条の３第

８項の規定による自動車の使用者に是正措置を命ずる場合につい

て準用する。この場合において、「道路交通法第７４条の３第８

項」とあるのは「自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律

第１９条第１項の規定により読み替えて適用される道路交通法第７４

条の３第８項」と読み替えるものとする。

第１７条 削除
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別記様式第２０号（第１７条関係）
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公営企業管理規程

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県公営企業管理規程第９号
愛媛県公営企業会計規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。

令和４年１１月４日

愛媛県公営企業管理者 山 口 真 司

愛媛県公営企業会計規程の一部を改正する管理規程

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この管理規程は、公布の日から施行する。

改 正 後 改 正 前

（収納できる小切手等の支払地）

第２７条 令第２１条の３第１項第１号に規定する小切手等の支払地

は、全国

の区域とする。

（収納できる小切手等の支払地）

第２７条 令第２１条の３第１項第１号に規定する小切手等の支払地

は、当該小切手等を受領する企業出納員又は現金取扱員の所在す

る市町村の区域とする。

令和４年１１月４日 発行


